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研究成果の概要（和文）： 

本研究の目的は、大規模災害時においても有効となる、望ましいセーフティネットの構造を

追究することである。そこで、途上国や我が国における災害が被災者に与えた影響や、災害時

における政府・NGO の役割を分析した。本研究では、独自の家計調査や経済実験データを用

いて、以下の研究成果を得た。第一に、災害が人々の生活に及ぼす影響は大きく、政府・NGO
の支援は不可欠である。第二に、自然災害による労働時間の増加や村人同士の相互扶助活動は、

信頼関係に多様な影響をもたらす。さらに、村人同士の関係性の悪化が、被災地における治安

問題の一因になっている。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
The goal of this study is to suggest an efficient and effective safety net for natural disasters. 
In order to pursue this research question, I examined the impact of disasters on the 
livelihood of affected people, and the roles of government and NGOs in helping them. By 
using unique datasets from household survey and an economic experiment, I obtained the 
following results. First, natural disasters affect the livelihood of individuals significantly, 
and therefore it is essential for the government and NGOs to provide reliefs during the 
hardships. Second, disasters increase the time allocation for the income earning activities, 
as well as demand for mutual insurance among villagers. These, in turn, affect the level of 
trust among villagers in various ways. Finally, a decline in social capital, such as trust, is 
significantly associated with the increases in crime in the disaster –affected areas. 
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１．研究開始当初の背景 

ヨーロッパを中心とする経済危機や、頻発
傾向にある大規模自然災害など、予期せぬマ

クロショックが近年世界中で多くの経済・社
会問題を引き起こしている。とりわけ我が国
では、東日本大震災から 2年が経過している
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にもかかわらず、被災地では多くの課題が残
されている。このような状況に対する対応策
の構築は、政策担当者にとって非常に重要な
課題である。そこで本研究では、マイクロフ
ァイナンスや社会関係資本のマクロショッ
ク時における役割に着目した。 
マイクロファイナンスとは、貧困家計に低

利子無担保の信用を提供することで、家計を
貧困から脱却させることを目的とするもの
であり、その創設者である Muhammad 
Yunus 氏は 2006 年にノーベル平和賞を受
賞した。現在、マイクロファイナンス加入者
は世界で 1 億 5000 万人を超し、今後も貧困
削減政策として期待されている分野である。
一方、社会関係資本とはコミュニティ内での
信頼や協力関係といった概念によって代表
され、市場が完備していない途上国において
市場取引や共同作業、相互扶助の効率性を改
善させることが示されてきた。 
これら二つの分野に対して多くの研究が

行われ、多くの実務家や研究者が貧困削減に
おける重要性を強調してきた。しかし、既存
研究では依然として明らかにされていない
問題も多く残されている。例えば、マイクロ
ファイナンス のマクロショックに対する脆
弱性は、貧困削減において重要な課題である。
しかし、これを議論した研究は十分に行われ
ていない。また、多くの研究者が社会関連資
本の蓄積による経済的効果を分析してきた
が、その資本蓄積プロセスは十分に解明され
ていない。既存研究におけるこれらの欠落を
補完するべく、研究代表者はこれら二つの研
究分野に対して、研究を行ってきた。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、近年相次ぐマクロショッ

クにおいても有効となる、望ましいセーフテ
ィネットの構造を追究することである。この
研究目的を達成するため、本研究では、バン
グラデシュやインドといった途上国、そして
我が国における大規模自然災害の被災地を
対象とし、自然災害が被災者に与えた影響や、
災害時の政府・NGO（マイクロファイナンス）
の役割を明らかにすることを目的とした、以
下のプロジェクトを進めた。 

被災者への影響を分析した第一の研究で
は、三つのプロジェクトを行った。第一のプ
ロジェクトは、途上国における災害時の消費
平準化行動に関する先行研究を整理した、サ
ーベイ論文および実証論文の執筆である。第
二に、災害時における治安の変化に注目した
サーベイ論文および実証論文の執筆である。
第三に、途上国の農村部における社会関係資
本の蓄積に関する実証研究もプロジェクト
の一つであった。そして第四に、東日本大震
災による経済・社会への影響を統計的にまと

め、議論した。 
一方政府や NGO の役割を分析した第二の

研究分野では、第一のプロジェクトとして、
インドの津波被災地で収集したデータを用
いて、食糧や現金の支援がどのように配分さ
れたのかを明らかにすることを目的とした。
そして第二に、災害時におけるマイクロファ
イナンスの対応、及びその被災者への影響を
分析した。 
 
 
３．研究の方法 

本研究の方法上の特徴は、調査対象地での
インタビュー調査によって現状を把握し、さ
らに、それに関する分析を行うために独自の
家計調査、経済実験調査を実施したことであ
った。 
まず平成 22 年 8 月に、バングラデシュ南

西部のサイクロン被災地を対象として実施
した 1ヶ月間のフィールドワークでは、被災
地における家計・村落への被害レベル、それ
による社会的・経済的な影響（食糧確保、村
落の人間関係、所得損失への対処行動、治安
問題など）、政府やＮＧＯによる援助の効率
性などに関するインタビューを行った。 
この現地調査の結果をもとに、家計調査や

経済実験のデザインを決定した。平成 22 年
12 月に実施した家計調査では、３地域から合
計 432 世帯をサンプリングし、そのうち 427
世帯から調査協力を得られた。質問票では、
サイクロンによる世帯レベルでの被害やイ
ンフラへの被害、避難行動、治安や災害に対
する不安感、社会関係資本、家計構成、被災
前後の個人の労働時間、所得、資産、貯蓄、
政府や NGO からの支援、マイクロファイナ
ンスのメンバーシップ、消費、そして他のサ
ンプル家計との関係性について質問した。 
これに加え、平成 23 年 8 月には同世帯を

対象として、経済実験も実施し、個人の利他
性、信頼、罪悪感、リスク選好などを数値化
した。しかしこの際、調査対象地の一つで洪
水が発生していた。このため、この地域では
データを収集することができなかった。その
結果、少ないサンプル数の下での分析となり、
精緻な分析結果を得るのに時間を要した。 
 
 
４．研究成果 
プロジェクト期間内の研究内容は、概ね当

初の研究目的、研究計画に従っていた。 
平成 22 年 8 月に実施した第一回目のバン

グラデシュ現地調査から明らかにされた点
は、主に以下の三点である。第一に、サイク
ロンによる被害は、所得、生産的資産（農地、
家畜、農業機械など）、家屋、健康面など多
様であった。これにより、多くの人々が毎日
の食糧を十分に確保できず、食事頻度を減少



させていた。特に、高齢者や女性にこの傾向
があった。第二に、サイクロンによって海水
が井戸水に混ざり、飲料水の確保が困難とな
ったのも深刻な問題であった。第三に、被災
後は、一部の地域で人身売買や強盗などの犯
罪が増加傾向にあった。 

これに加え、今回の家計調査データや経済
実験データ、そして過去に収集したデータを
用いた一連の研究を通じて、以下の結論が得
られた。 

第一に、保険・信用市場の未発達な途上国
において、自然災害が人々の生活水準に及ぼ
す影響は大きいという点である。バングラデ
シュで 1998 年に発生した洪水では、所得の
減少が消費水準を有意に減少させた。さらに
所得が 10 タカ減少するごとに、被災者が栄
養失調になる確率が 9％増加した。したがっ
て、災害時における政府・NGO の支援は不
可欠である。災害支援の一つとしてバングラ
デシュのマイクロファイナンスが行った一
時的返済延期は、被災者が信用制約に直面す
る確率を 20～27％低下させる効果があった。 
第二に、一方、災害による所得の変動は、

村人同士の信頼関係にも様々な影響をもた
らす。災害には、人々の労働時間を増加させ、
村人同士のコミュニケーションを減少させ
ることを通じて信頼関係を悪化させる効果
がある。しかし、所得変動は人々の相互扶助
への依存度を高めるため、これによって信頼
が高まることもある。また重要なことに、社
会関係資本の低下が、被災地における治安悪
化の一要因であることも実証された。 
 したがって、災害時にセーフティネットを
実施する際には、社会関係資本への影響も十
分に考慮するべきである。支援によって相互
扶助が重要視されなくなれば、人々の信頼関
係は悪化し、結果的に政策効果はクラウドア
ウトされるおそれがある。 
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